
                        
 

平成 16 年 ３ 月期   個別財務諸表の概要          平成 16 年５月 13 日 

上 場 会 社 名        日本農産工業株式会社                     上場取引所 東 大 
コ ー ド 番 号         ２０５１                                 本社所在都道府県 神奈川県 
（ＵＲＬ  http://www.nosan.co.jp ） 
代  表  者   代表取締役社長 三好 正俊 
問合せ先責任者   経理部長    富沢 健       ＴＥＬ (045)224－3703 
決算取締役会開催日 平成 16 年 5 月 13 日        中間配当制度の有無            無 
定時株主総会開催日 平成 16 年 6 月 25 日        単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
 
１． 16 年３月期の業績(平成 15 年４月１日～平成 16 年３月 31 日) 
(1)経営成績                          （注）金額は百万円未満を切り捨て 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
16 年３月期 
15 年３月期 
 

94,019 (    6.8) 
88,015 (    6.2) 

1,682 (    9.1) 
1,541 (  169.2) 

1,623 (  ▲0.5) 
1,631 (  133.7) 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
16 年３月期 
15 年３月期 

916 ( 101.5) 
454 ( 852.3) 

7 27 
3 44 

7 27 
－ 

5.6 
2.8 

3.3 
3.2 

1.7 
1.9 

(注) ①期中平均株式数 16 年３月期 123,539,570 株 15 年３月期 126,192,246 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
16 年３月期 
15 年３月期 
 

4 50 
4 00 

－ 
－ 

4 50 
4 00 

554 
494 

61.9 
116.3 

3.3 
3.1 

 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
 

百万円 
 

百万円 
 

％ 
         

円  銭 

16 年３月期 
15 年３月期 

49,347 
49,597 

16,868 
15,764 

34.2 
31.8 

136   69 
127  30 

(注) ①期末発行済株式数   16 年３月期 123,279,932 株 15 年３月期 123,673,832 株 
     ②期末自己株式数     16 年３月期  6,030,000 株 15 年３月期  5,636,100 株 
 
２．17 年３月期の業績予想(平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

53,000 
111,000 

1,100 
1,600 

600 
1,000 

――― 
――― 

――― 
5  00 
 

――― 
5  00 
 (参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  8 円 11 銭 

 
※ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業
績は今後様々な要因によって予測数値と異なる場合があります。 
上記業績予想に関連する事項につきましては、連結添付資料の８ページをご参照ください。 
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貸 借 対 照 表 

（単位：百万円） 

 (注記 )                  ( 当 期 末 )         ( 前 期 末 ) 
１．有形固定資産減価償却累計額             26,819 百万円         27,640 百万円 
２．担保に供している資産              8,559 百万円          8,545 百万円 
３．保証債務                       5,299 百万円          4,896 百万円 
４．売掛債権及び手形信託譲渡高           2,085 百万円          1,714 百万円 
  （うち遡及義務）                （643 百万円）         （521 百万円） 
５．株式の状況 
   授権株式数            普通株式 299,800,000 株   普通株式  299,800,000 株 
   発行済株式総数          普通株式 129,309,932 株   普通株式  129,309,932 株 
６．自己株式数             普通株式  6,030,000 株   普通株式   5,636,100 株 

当 期 末 前 期 末 当 期 末 前 期 末
資 産 の 部 比較増減 負 債 ・ 資 本 の 部 比較増減

(16.3.31) (15.3.31) (16.3.31) (15.3.31)

Ⅰ　流　動　資　産 25,518 25,891 △ 372  Ⅰ　流　動　負　債 25,560 28,830 △ 3,269

現 金 及 び 預 金  327  1,831 △ 1,503  11,114  9,252  1,862

受 取 手 形  2,476  2,551 △ 74  7,070  12,900 △ 5,830

売 掛 金  13,270  12,242  1,028  1,510  1,210  299

商 品  254  208  46  1,315  1,055  260

製 品  791  743  48  560  274  286

原 材 料  2,278  2,477 △ 199  134  191 △ 57

仕 掛 品  769  790 △ 21  1,049  1,191 △ 142

貯 蔵 品  121  113  7  2,805  2,754  50

繰 延 税 金 資 産  302  261  41

短 期 貸 付 金  3,396  3,470 △ 73  Ⅱ　固　定　負　債 6,918 5,002 1,915

そ の 他  1,618  1,300  317  4,683  2,865  1,817

貸 倒 引 当 金 △ 89 △ 100  10  561  －  561

 1,580  2,055 △ 474

Ⅱ　固　定　資　産 23,828 23,706 122  92  81  11

 １ 有 形 固 定 資 産 13,007  13,468 △ 461

建 物 3,991  4,066 △ 75 負 債 合 計  32,478  33,832 △ 1,353

構 築 物 573  653 △ 79

機 械 及 び 装 置 5,696  5,817 △ 121  Ⅰ　資　本　金 7,411 7,411 － 

車 輌 及 び 運 搬 具 26  35 △ 9  Ⅱ　資　本　剰　余　金 2,731 2,731 0

工具器具及び備品 185  192 △ 6 2,731 2,731 － 

土 地 2,499  2,646 △ 147 0 － 0

建 設 仮 勘 定 35  57 △ 22 自己株式処分差益 0 － 0

 2 無 形 固 定 資 産 113  83  30  Ⅲ　利　益　剰　余　金 6,774 6,373 400

 3 投資その他の資産 10,707  10,154  553  1,852  1,852  － 

投 資 有 価 証 券 2,067  1,818  249 3,784  3,964 △ 180

関 係 会 社 株 式 4,624  4,184  439 固定資産圧縮積立金  1,513  1,691 △ 178

長 期 貸 付 金 2,741  3,147 △ 405 特 別 償 却 準 備 金  1  3 △ 1

再生債権、更生債権等 192  90  102 別 途 積 立 金  2,270  2,270  － 

長 期 前 払 費 用 1,030  880  149  1,136  555  580

繰 延 税 金 資 産 － 54 △ 54  Ⅳその他有価証券評価差額金 971 191  779

そ の 他 344  390 △ 46  Ⅴ　自　己　株　式 △ 1,019 △ 944 △ 75

貸 倒 引 当 金 △ 293 △ 411  118

資 本 合 計  16,868  15,764  1,103

資 産 合 計 49,347  49,597 △ 250 負 債 ・ 資 本 合 計  49,347  49,597 △ 250

資 本 準 備 金

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

買 掛 金

短 期 借 入 金
1 年 以 内 に 返 済 予 定
の 長 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

預 り 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

利 益 準 備 金
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損 益 計 算 書 

（単位：百万円）

Ⅰ 94,019 88,015 6,003
Ⅱ 82,473 76,351 6,121

( 11,545 ) ( 11,664 ) ( △ 118 )

Ⅲ 9,863 10,122 △ 258

1,682 1,541 140

Ⅳ 404 537 △ 133
229 333 △ 103
174 203 △ 29

Ⅴ 462 447 14
254 280 △ 25
208 167 40

1,623 1,631 △ 7

Ⅵ 478 553 △ 75
333 422 △ 88
－ 131 △ 131
90 － 90
54 － 54

Ⅶ 529 1,336 △ 806
148 183 △ 35
－ 371 △ 371
149 161 △ 12
－ 10 △ 10
9 322 △ 312
－ 90 △ 90
－ 57 △ 57
－ 126 △ 126
222 － 222
－ 12 △ 12

1,572 848 723

610 283 327

46 110 △ 64

916 454 461

220 101 119

1,136 555 580

当       期 前       期
摘 要 自 15. 4. 1 自 14. 4. 1 比 較 増 減

至 16. 3.31 至 15. 3.31

売 上 高
売 上 原 価
( 売 上 総 利 益 ）

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
その他の営業外収益

営 業 外 費 用
支 払 利 息
その他の営業外費用

経 常 利 益

貸 倒 損 失

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

投資有価証券売却益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

投資有価証券売却損

工場閉鎖臨時償却費

そ の 他 の 特 別 損 失

投資有価証券評価損

工 場 閉 鎖 関 連 費 用

当 期 未 処 分 利 益

関係会社株式取得に伴う負担金収入

工 場 閉 鎖 関 係 費

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

関係会社株式評価損

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 除 却 損
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利 益 処 分 案 
    （単位：百万円） 

摘        要 当    期 前    期 比 較 増 減 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 1,136 555  580 

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額    

   固定資産圧縮積立金取崩額 161 208 △   46 

   特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 0 1 △  1   

合        計 1,298 766 532 

Ⅲ 利 益 処 分 額    

   配   当   金 554 494 60 

   （１株当たり年間配当金）    （  4.5 円 ）    （  4.0 円 ）    （  0.5 円 ） 

   役 員 賞 与 金 18        21    △   3 

   （うち、監査役分）    （      2  ）    （      2  ）    （ △ 0  ） 

   任 意 積 立 金    

    固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 - 30 △  30 

    特 別 償 却 準 備 金 86 0  86 

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益 639 220 418 

     
      （注記） 固定資産圧縮積立金取崩額は、法人税法及び租税特別措置法の規定、特別償却準備金取崩額      

        及び特別償却準備金は、租税特別措置法の規定に基づくものです。 

              なお、固定資産圧縮積立金取崩額及び特別償却準備金取崩額には、地方税法の改正に伴なう 

       法定実効税率の変更によるものが含まれていますが、税率変更による影響額は軽微です。  
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重 要 な 会 計 方 針 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 
その他有価証券 
 時価のあるもの       決算日の市場価格等に基づく時価法 
              （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法による） 
 時価のないもの       移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
商  品           最終仕入原価法 
製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 移動平均法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産     定率法を採用しています。 

なお、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法に
よっています。 

無形固定資産     定額法を採用しています。 
なお、ソフトウェア（自社利用）は社内における利用可能期間（5 年）に基づく定
額法によっています。 

４．引当金の計上基準 
貸倒引当金      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しています。 

退職給付引当金    従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しています。 
なお、数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10 年）による定額法により按分した額を、発生の翌期から費用処理しています。 

役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上していま
す。 

５．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

６．ヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
金利スワップ取引における特例処理を資金調達取引について行なっています。 
②ヘッジの手段とヘッジ対象 
ヘッジの手段：金利変動リスクについて金利スワップ取引を利用しています。 
ヘッジ対象 ：金利変動による損失の可能性があり、ヘッジ取引によりキャッシュ・フローが固定され、

その変動が回避される資金調達取引 
③ヘッジ方針 
資金調達取引にかかる金利変動リスクに対して金利スワップにより特例処理の要件を満たす範囲内におい
て、ヘッジを行なっています。 
④ヘッジの有効性評価の方法 
事前の有効性評価として、取引開始時に特例処理の要件を満たす金利スワップ取引であるか評価していま
す。 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 
 
 

重要な会計方針の変更 
固定資産の減損に係る会計処理 
固定資産の減損に係る会計基準「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議
会 平成 14年 8月 9日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 6
号 平成 15年 10 月 31 日）が平成 16年 3月 31日に終了する事業年度に係る財務諸表から適用できるこ
とになったことに伴い、当期から同会計基準及び同適用指針を適用しています。これによる減損損失の発
生はありません。 
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①リース取引 
 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

            （当  期）     （前  期） 
          工具器具及び備品等   工具器具及び備品等 
  １． 取 得 価 額 相 当 額                         465 百万円             473 百万円 
     減価償却累計額相当額                            207   〃                345   〃   
     期 末 残 高 相 当 額                           258   〃                128   〃   
 
  ２． 未経過リース料期末残高相当額 

      １ 年 内                 46 百万円              53 百万円 

      １ 年 超                 211   〃                74  〃   
    ─――――――――    ─――――――――     ─――――――――  
      合   計                 258   〃               128  〃    
 
  ３． 支払リース料（減価償却費相当額）        68 百万円               86 百万円 
 
  ４． 減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっています。 
 
  ５． 上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高相当額の割合が低いため、 
     支払利子込み法によっています。 
 

②有価証券 
 
  前期及び当期において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 
③税効果会計 
 
 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                               （当   期） 
    繰延税金資産 
     退職給付引当金損金算入限度超過額          1,200 百万円 
     投資有価証券評価損                  280   〃 
     未払従業員賞与損金算入限度超過額           264   〃 
      工場閉鎖関連費用                    88   〃 
     その他                         239   〃 
    繰延税金資産合計                   2,072   〃 
    繰延税金負債 
     固定資産圧縮積立金                △   916   〃 
     その他有価証券評価差額金             △   658   〃 
     退職給付信託                   △   603   〃 
     前払飼料安定基金                 △    93   〃 
     その他                      △    59   〃 
    繰延税金負債合計                  △ 2,330   〃 
    繰延税金負債の純額                 △   258   〃 
 
 ２．繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前期末は一時差異のうち流動区分につい

ては41.6％、固定区分については40.3％、当期末は流動区分、固定区分ともに40.4％へ変更しています。こ
の税率の変更により、当期末の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が10百万円減少
し、当期に費用計上された法人税等調整額の金額が8百万円増加し、その他有価証券評価差額金が1百万円減
少しています。 
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役 員 の 異 動 
（平成16年６月25日付予定） 

 
  １．新任取締役候補 
    常務取締役        中野 贒嗣（食品本部長） 
 
  ２．退任予定取締役 
    常務取締役        須原 信弘（ニッチク薬品工業㈱社長） 
 
  ３．新任監査役候補 
    常勤監査役        松井 勝郎（執行役員主席監査員） 
 
  ４．退任予定監査役 
    常勤監査役        石川 昂生（顧問に就任予定） 
 
                                        以  上 
 
 


